
厚生労働省人材開発統括官付参事官室（人材開発政策担当）

高齢期において就業の選択肢を広げるための
リ・スキリング支援等の取組状況等について

資料７



●労働者の職業人生が長期化する中で、労働者が自ら生涯のキャリアプランを描き、それを実現し
ていけるよう、継続的なキャリア形成の支援に取り組むとともに、セカンドキャリアを見据えた資格取
得や、企業の実情に応じたリ・スキリング支援に取り組む。

厚生労働省におけるリ・スキリング支援

継続的なキャリア形成支援

セカンドキャリアを見据えた
個人向けリ・スキリング支援

企業の実情に応じた
リ・スキリング支援

・従業員のキャリア形成支援を導入する企業への支援
・労働者に対する無料のキャリアコンサルティングの機会の提供

・労働者がセカンドキャリアを見据え
た資格取得等を目的として、厚生労働
大臣が指定する教育訓練講座を受講し、
修了した場合にその費用の一部を支給

・シニア層の労働者等が、企業内で求めら
れる役割の変化へ対応できる能力等を身に
つけるための企業向け訓練コースの実施
・事業主等が雇用する労働者に対して、職
業訓練等を実施した場合に訓練経費や訓練
期間中の賃金の一部等を助成
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在職者等

※「セルフ・キャリアドック」：企業がその人材育成ビジョン・方針に基づき、キャリアコンサルティング面談と多様なキャリア研修などを組み合わせて、体系的・定期的に従業員の支援を実施し、
従業員の主体的なキャリア形成を促進・支援する総合的な取組み、また、そのための企業内の「仕組み」のこと。

企業
教育機関

キャリア形成／リ・スキリング推進事業
全国47か所

企業・教育機関への働きかけ
○従業員のキャリア形成、セルフ・キャリアドック(※)導入に関する

企業への支援
○就職指導等を行う学校へのジョブ・カードを活用した支援

オンラインで
ジョブ・カード

を作成
（マイジョブ・
カードを活用）

キャリア形成／リ・スキリング推進事業

実施主体

厚生労働省

民間事業者
（株式会社等）

委託

ハローワーク

「キャリア形成／リ・スキリング相談コーナー」の設置による
キャリアアップの相談支援【拡充】

リ・スキリングに関する周知キャンペーン

job tag
職業情報提供サイト
（日本版O-NET)

キャリアコンサルティングによる個人への支援

○ジョブ・カードによるキャリアの棚卸し、キャリアプランニング、
講座等の選択の支援（教育訓練給付指定講座の受講希望者に対する
キャリアコンサルティングを含む）

○学んだスキルの受講後の活用に関する相談
※ 必要に応じハローワークの職業紹介窓口へ誘導

平日夜間・土日、オンライン対応 ハローワークでの対応

相談場面
で活用

事業の概要

ハローワークを中心とした在職時からの継続的な相談支援体制の整備

「三位一体の労働市場改革の指針」を踏まえ、労働市場情報や職業・教育訓練等に関する情報を活用し、ハローワークの機能を強化する形で、
在職時からキャリアアップに関する継続的な相談支援が行えるよう、必要な体制整備を図る。

令和４年度実績：キャリア形成サポートセンターにおける相談支援件数（個人へのジョブ・カード作成支援者数と企業への相談支援件数の計） 24,488件

令和６年度当初予算案 38億円（22億円）※（ ）内は前年度当初予算額事業の目的

労働保険特別会計 一般
会計労災 雇用 徴収

○

人材開発統括官付キャリア形成支援室（内線5953）

訪問支援

※「ジョブ」「タスク」「スキル」等の
観点から職業の情報を「見える化」
して求職者等の就職活動等を支援する
Webサイト

都道府県労働局
○ハローワークとセンターとの連

携に係る総合調整
○周知キャンペーンの効果的な実

施（イベントの企画、関係機関
との連携）に係る助言・支援

求職・求人に関して官民が有する
基礎的情報を加工・集約提供

※職業紹介窓口職員のキャリアコンサルタント資格取得を促進
※訓練前・訓練後、転職後など段階に応じた継続的な支援を実施

オンライン
の相談

・
対面の相談

（平日夜間・土日）

調
整
支
援

対面の相談
（平日） キャリアコン

サルタント
の常駐、
巡回派遣
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専門実践教育訓練給付
＜特に労働者の中長期的キャリア形成に資する

教育訓練を対象＞

特定一般教育訓練給付
＜特に労働者の速やかな再就職及び早期の
キャリア形成に資する教育訓練を対象＞

一般教育訓練給付
＜左記以外の雇用の安定・就職の促進に資する

教育訓練を対象＞

給付
内容

受講費用の50％（上限年間40万円）
を６か月ごとに支給。

   ※ 訓練修了後１年以内に、資格取得等し、
就職等した場合、受講費用の20％

      （上限年間16万円）を追加支給。

受講費用の40％（上限20万円） 受講費用の20％（上限10万円）

支給
要件

○ 在職者又は離職後１年以内（妊娠、出産、育児、疾病、負傷等で教育訓練給付の対象期間が延長された場合は最大20年以内）の者
○ 雇用保険の被保険者期間３年以上（初回の場合、専門実践教育訓練給付は２年以上、特定一般教育訓練給付・一般教育訓練給付は１年以上）

講座
数 2,861講座 573講座 11,833講座

受給
者数 35,906人（初回受給者数） 3,056人 78,226人

講座
指定
要件

次のいずれかの類型に該当し、かつ就職率等の要件
を満たすもの
① 業務独占資格又は名称独占資格に係るいわゆる

養成施設の課程
② 専門学校の職業実践専門課程及びキャリア形成促進

プログラム
③ 専門職大学院
④ 大学等の職業実践力育成プログラム

⑤ 一定レベル以上の情報通信技術に関する資格取得を
目標とする課程

⑥ 第四次産業革命スキル習得講座
⑦ 専門職大学･専門職短期大学･専門職学科の課程

次のいずれかの類型に該当し、かつ就職率
等の要件を満たすもの
① 業務独占資格、名称独占資格若しくは
必置資格に係るいわゆる養成施設の課
程又はこれらの資格の取得を訓練目標
とする課程等

② 一定レベル以上の情報通信技術に関す
る資格取得を目標とする課程

③ 短時間の職業実践力育成プログラム
及びキャリア形成促進プログラム

次のいずれかの類型に該当する教育訓練

① 公的職業資格又は修士若しくは博士の
学位等の取得を訓練目標とするもの

② ①に準じ、訓練目標が明確であり、
訓練効果の客観的な測定が可能なもの
   民間職業資格の取得を訓練目標と

するもの等

労働者が主体的に、厚生労働大臣が指定する教育訓練を受講し、修了した場合に、その費用の一部を雇用保険により支給。

文部科学省連携

経済産業省連携

文部科学省連携
文部科学省連携

教 育 訓 練 給 付 の 概 要

（注）講座数は2023年10月時点、受給者数は2022年度実績。
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キャリアコンサルタント

社会保険労務士試験
ファイナンシャル・プランニング技
能検定試験
行政書士、税理士
中小企業診断士試験
通関士、マンション管理士試験
司法書士、弁理士
気象予報士試験
土地家屋調査士

司書・司書補
産業カウンセラー試験
公認内部監査人認定試験第四次産業革命スキル

習得講座

ITSSレベル３以上(120時間以上)
の資格取得を目指す講座
（シスコ技術者認定資格等）

ITSSレベル３以上(120時間未満)
又は
ITSSレベル２以上の資格取得
を目指す講座
（基本情報技術者試験等）

ITパスポート
Webクリエイター能力認定試験
Illustratorクリエイター
能力認定試験

CAD利用技術者試験

介護福祉士（介護福祉士実務
者研修を含む）
社会福祉士
保育士
看護師、准看護師、助産師
精神保健福祉士、はり師
柔道整復師、歯科技工士
理学療法士、作業療法士
言語聴覚士、栄養士
管理栄養士、保健師
美容師、理容師
あん摩マッサージ指圧師
きゅう師、臨床工学技士
視能訓練士
臨床検査技師

主任介護支援専門員研修
介護支援専門員実務研修
介護職員初任者研修
特定行為研修
喀痰吸引等研修
福祉用具専門相談員
登録販売者
衛生管理者免許試験

医療事務技能審査試験
医療事務認定実務者
（Ｒ）試験
調剤薬局事務検定試験
健康管理士一般指導員
資格認定試験
メンタルヘルス・マネジメント
検定試験

情報関係

大型自動車第一種・
第二種免許
中型自動車第一種・
第二種免許
大型特殊自動車免許
準中型自動車第一種免許
普通自動車第二種免許
フォークリフト運転技能講習
けん引免許
車両系建設機械運転・
玉掛・小型移動式クレーン・
高所作業車運転・
床上操作式クレーン・
不整地運搬車運転技能講習
移動式クレーン運転士免許
クレーン・デリック運転士免許

輸送・機械運転関係

技術関係

営業・販売関係医療・社会福祉・
保健衛生関係

事務関係

専門的サービス関係

Microsoft Office Specialist 
2016
VBAエキスパート
簿記検定試験（日商簿記）
日本語教員、IELTS
日本語教育能力検定試験
実用英語技能検定（英検）
TOEIC、VERSANT、TOEFL iBT
中国語検定試験
HSK漢語水平考試
｢ハングル｣能力検定
建設業経理検定

調理師

宅地建物取引士資格試験

インテリアコーディネーター
パーソナルカラリスト検定
ソムリエ呼称資格認定試験
国内旅行業務取扱
管理者試験

製造関係

大学・専門学校等の
講座関係

測量士補、電気工事士
航空運航整備士
自動車整備士
海技士

電気主任技術者試験
建築士
技術士
土木施工管理技術検定
建築施工管理技術検定
管工事施工管理技術検定
電気通信工事担任者試験

製菓衛生師

パン製造技能検定試験

職業実践専門課程
（商業実務、文化、工業、衛生、
動物、情報、デザイン、自動車整備、
土木・建築、スポーツ、旅行、服飾・
家政、医療、経理・簿記、電気・電
子、ビジネス、社会福祉、農業な
ど）

職業実践力育成プログラム
（保健、社会科学、工学・工業な
ど）

キャリア形成促進プログラ
ム（医療、文化教養、商業実務
関係）

専門職学位
（ビジネス・MOT、教職大学院、法
科大学院など）

短時間の職業実践力育成
プログラム（人文科学・人文）

短時間のキャリア形成促進
プログラム（文化教養関係）

修士・博士
履修証明
科目等履修生

教育訓練給付の講座指定の対象となる主な資格・試験など
専門実践教育訓練給付
最大で受講費用の７０％〔年間最大
５６万円〕を受講者に支給

特定一般教育訓練給付
受講費用の４０％〔上限２０万円〕
を受講者に支給

一般教育訓練給付
受講費用の２０％〔上限１０万円〕
を受講者に支給

LL060222開若01
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生産性向上支援訓練（ミドルシニアコース）の概要
人手不足の深刻化や技術革新が進展する中、中小企業等が事業展開を図るためには、従業員を育成し、企業の労働生産性を高め
ていくことに加えて、70歳までの就業機会の確保に向けて企業を支えるミドルシニア世代の役割の変化へ対応できる能力や技
能・ノウハウを継承する能力を育成することが重要。
この課題を踏まえ・・・ 生産性向上支援訓練の新たなメニューとして
令和２年度から「ミドルシニアコース」を開始し、中高年齢層の従業員の“生涯キャリア形成”を支援！！

ミドルシニアコースでは、“従業員のモチベーションの維持”、“後輩へ
の技能継承”など、企業の定年延長や継続雇用等における課題の解決に
効果的なカリキュラムをご用意しています。

○受講対象者   ○訓練日数
45歳以上の従業員の方推奨   概ね１～５日（６～30時間）

○受講料（１人あたり・税込）
3,300円～6,600円

○訓練会場
訓練会場を自社会議室に
することが可能です

（企業に講師を派遣します）

ミドルシニアコースの概要

○訓練で習得できる要素
【役割の変化への対応】 【技能・ノウハウ継承】

・求められる役割の理解 ・作業手順の作成方法
・メンタリング など ・研修技法 など

以上の要素を含んだカリキュラム全１７コースで中高年齢層のベテ
ラン従業員の人材育成を支援！！

（参考）ミドルシニアコース実績
R4：4,623人、R3：3,750人、R2：2,882人

※ミドルシニアコースはR2年度から開始

ミドルシニアコースの訓練内容
・ミドルシニア世代の従業員に、今後のキャリ
アについて考えさせたい
・ミドルシニア世代の従業員に、組織の中で求
められている役割を理解させたい
・従業員の経験を活かした後輩従業員への指導
方法を学ばせたい

・ミドルシニア世代の従業員が持つ技術やノウ
ハウを見える化したい
・技能継承の指導者の「教える」スキルを向上
させたい
・ミドルシニア世代の従業員を講師として、研
修や勉強会を開催したい

役割の変化への対応（全８コース）
・後輩指導力の向上と中堅・ベテラン従業員の役割
・中堅・ベテラン従業員のためのキャリア形成
・SNSを活用した相談・助言・指導
・フォロワーシップによる組織力の向上 など

分野
・

コース

令和４年度受講者数：3,294人

技能・ノウハウ継承（全９コース）
・ノウハウの継承のための研修講師の育成
・クラウドを活用したノウハウの蓄積と共有
・作業手順の作成によるノウハウの継承
・効果的なＯＪＴを実施するための指導法 など

分野
・

コース

令和４年度受講者数：1,329人

5



支 給 対 象 と な る 訓 練 等
賃金助成額 経費助成率 OJT実施助成額

（1人1時間当たり） （1人1コース当たり）
賃金要件等を 賃金要件等を 賃金要件等を

満たす場合※６ 満たす場合※６ 満たす場合※６

①
人
材
育
成
支
援
コ
ー
ス

人材育成訓練 10時間以上のOFF-JTによる訓練 760円
（380円）

960円
(480円)

45％
（30%）※１

60％
（45%）※１

－ －
60％※２

70％※３
75％※２

100％※３

認定実習併用職業訓練 新卒者等のために実施するOJTとOFF-JTを組み合わせた訓練 760円
（380円）

960円
(480円)

45％
（30％）

60％
（45％）

20万円
（11万円）

25万円
（14万円）

有期実習型訓練 有期契約労働者等の正社員転換を目的として実施する
OJTとOFF-JTを組み合わせた訓練

760円
（380円）

960円
(480円)

60％※２

70％※３
75％※２

100％※３
10万円

（９万円）
13万円

（12万円）

② 教育訓練休暇等付与コース 有給教育訓練休暇制度（３年間で５日以上）を導入し、
労働者がその休暇を取得して訓練を受けた場合に助成 － － 30万円 36万円 － －

③
人
へ
の
投
資
促
進
コ
ー
ス

高度デジタル人材訓練
高度デジタル人材の育成のための訓練や大学院での訓練

960円
（480円） － 75％

（60％） － － －

成長分野等人材訓練 960円※４ － 75% － － －

情報技術分野認定実習併用職業訓練 IT分野未経験者の即戦力化のためのOJTとOFF-JTを
組み合わせた訓練

760円
（380円）

960円
（480円）

60％
（45％）

75％
（60％）

20万円
（11万円）

25万円
（14万円）

定額制訓練 サブスクリプション型の研修サービスによる訓練 － － 60％
（45％）

75％
（60％） － －

自発的職業能力開発訓練 労働者が自発的に受講した訓練
（訓練費用を負担する事業主に対する助成） － － 45% 60% － －

長期教育訓練休暇制度
長期教育訓練休暇制度や教育訓練短時間勤務等制度を導入し、
労働者がその休暇を取得して訓練を受けた場合に助成

6,000円※５ 7,200円※５ 20万円 24万円 － －

教育訓練短時間勤務等制度 － － 20万円 24万円 － －

④ 事業展開等リスキリング支援コース 事業展開やDX・GXに伴い新たな分野で必要となる
知識や技能を習得させるための訓練

960円
（480円） － 75％

（60％） － － －

           人材開発支援助成金のご案内（令和５年度）
人材開発支援助成金は、事業主等が雇用する労働者に対して、その職務に関連した専門的な知識及び技能の習得を

させるための職業訓練等を計画に沿って実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度。
網掛け部分を除き、年齢に関わらず活用いただけます。

【助成対象（申請者）：雇用保険適用事業主 対象労働者：雇用保険被保険者】

※１ 正規雇用労働者等へ訓練を実施した場合の助成率 ※２ 非正規雇用労働者の場合の助成率 ※３ 正社員化した場合の助成率 ※４ 国内の大学院を利用した場合に助成 ※５ 有給休暇の場合のみ助成（１人１日当たりの助成額）
※６ 訓練修了後に行う訓練受講者に係る賃金改定前後の賃金を比較して５％以上上昇している場合、又は、資格等手当の支払を就業規則等に規定した上で、訓練修了後に訓練受講者に対して 当該手当を支払い、かつ、当該手当の支払い前後の賃金を比較

して３％以上上昇している場合に、助成率等を加算 ※７ 令和８年度末までの時限措置

（ ）内は中小企業以外の助成額・助成率

令
和
４
年
４
月
～※

７ 

令和４年12月～※７ 

15歳以上45歳未満

15歳以上45歳未満
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